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1.  平成23年3月期第2四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第2四半期 10,303 7.7 △538 ― △517 ― △393 ―

22年3月期第2四半期 9,568 △9.6 △732 ― △714 ― △481 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年3月期第2四半期 △26.83 ―

22年3月期第2四半期 △32.82 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第2四半期 17,812 8,029 38.1 462.93
22年3月期 19,070 8,469 37.9 492.02

（参考） 自己資本   23年3月期第2四半期  6,794百万円 22年3月期  7,221百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  
 

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00

23年3月期 ― 0.00

23年3月期 
（予想）

― 0.00 0.00

3.  平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 26,000 1.7 700 4.9 700 7.9 400 1.0 27.25



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に
基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了しております。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】P.3「２．その他の情報」をご覧ください。）

新規 ―社 （社名 ）、 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期2Q  14,700,000株 22年3月期  14,700,000株

② 期末自己株式数 23年3月期2Q  22,219株 22年3月期  22,219株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期2Q  14,677,781株 22年3月期2Q  14,677,981株
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(1) 連結経営成績に関する定性的情報 

 当第２四半期連結累計期間の日本経済は、企業収益の改善傾向や個人消費の緩やかな回復など景気に持ち直しの

動きが見られる反面、依然としてデフレや雇用情勢が改善せず、また、欧米各国の財政問題等により、急激な円高

や株安が進行しており、回復基調にあった国内景気の先行きに対する懸念が強まっております。 

 このような事業環境下で当社グループは、情報ネットワークの高度化、通信インフラ整備関連投資分野に着目

し、新たな成長基盤の確立に努めるとともに、グループ連携による工事・保守事業拡大の基盤整備を進めてまいり

ました。また、引続き収益規模変動に柔軟に対応できる経営体質の確保に向けた施策を展開してまいりました。 

 以上の結果、当第２四半期連結累計会計期間の売上高につきましては、ネットワーク工事保守の増加に加え、情

報通信機器製造販売も堅調であったことから、前年同期より7.7％増の103億３百万円となりました。 

 損益につきましては、営業損益は５億38百万円の損失（前年同期比１億93百万円の損失減）、経常損益は５億17

百万円の損失（同１億96百万円の損失減）となりました。また、投資有価証券売却益を特別利益に計上したことに

より、四半期純損益は３億93百万円の損失（同87百万円の損失減）となりました。 

  

 以下、セグメントの概況をご報告いたします。 

  

〔情報通信機器製造販売〕 

 光伝送機器が前年同期に比べ減少いたしましたが、リモート計測機器並びに多重化装置が堅調に推移したことか

ら、売上高は36億58百万円となり、営業損益につきましては、２億31百万円の損失となりました。 

  

〔ネットワーク工事保守〕 

 通信機器工事や通信線路工事が前年同期に比べ減少いたしましたが、ＣＡＴＶや業務用無線システムの工事が増

加したため、売上高は66億45百万円となり、営業損益につきましては、３億11百万円の損失となりました。 

  

(2) 連結財政状態に関する定性的情報 

①資産、負債及び純資産の状況 

（資 産） 

 当第２四半期連結会計期間末における資産の残高は、前連結会計年度末に比べ12億57百万円減少した178億12

百万円となりました。これは主に、現金及び預金が３億42百万円、仕掛品が13億４百万円増加したものの、受取

手形及び売掛金が27億55百万円減少したことによります。 

  

（負 債） 

 当第２四半期連結会計期間末における負債の残高は、前連結会計年度末に比べ８億17百万円減少した97億83百

万円となりました。これは主に、支払手形及び買掛金の２億65百万円の減少と、短期借入金が３億70百万円、未

払金が３億50百万円減少したことによります。 

  

（純資産） 

 当第２四半期連結会計期間末における純資産の残高は、前連結会計年度末に比べ４億40百万円減少した80億29

百万円となりました。これは主に、四半期純損失３億93百万円の計上によります。 

  

②キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ

42百万円増加し、当第２四半期連結会計期間末には33億７百万円となりました。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第２四半期連結累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純損失及びた

な卸資産の増加などにより減少したものの、売上債権の減少などにより４億90百万円の資金の増加（前年同四半

期は15億20百万円の資金の増加）となりました。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第２四半期連結累計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の売却による収入３

億53百万円があったものの、定期預金預入による支出３億円、固定資産購入などにより、32百万円の資金の減少

（前年同四半期は３億37百万円の資金の減少）となりました。 

  

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報



（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第２四半期連結累計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済などにより、４億14

百万円の資金の減少（前年同四半期は51百万円の資金の減少）となりました。  

  

(3) 連結業績予想に関する定性的情報 

 平成23年３月期通期の連結業績予想につきましては、第３四半期並びに第４四半期の収益規模の不透明感が強い

ことから、前回発表（平成22年５月14日付発表）の予想値を据え置くこととします。 

  

(1) 重要な子会社の異動の概要 

該当事項はありません。  

  

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

①簡便な会計処理  

（一般債権の貸倒見積高の算定方法） 

 当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認めら

れるため、前連結会計年度末の貸倒実績率を使用して貸倒見積高を算定しております。 

（棚卸資産の評価方法） 

 棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切

下げを行う方法によっております。 

（固定資産の減価償却費の算定方法） 

 定率法を採用している固定資産の減価償却費は、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分する方法によ

り算定しております。 

（繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法） 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生

状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プラ

ンニングを利用する方法によっております。 

  

②四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理 

税金費用の計算 

 税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

 なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 

  

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

会計処理基準に関する事項の変更 

資産除去債務に関する会計基準の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を

適用しております。 

 これにより、当第２四半期連結累計期間の税金等調整前四半期純損失は85,613千円増加しております。また、

当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は85,613千円であります。  

  

２．その他の情報



３．四半期連結財務諸表 
(1) 四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,417,074 4,074,913

受取手形及び売掛金 3,496,089 6,252,065

商品及び製品 212,223 206,480

仕掛品 2,470,226 1,166,185

原材料及び貯蔵品 270,633 241,530

その他 950,305 804,635

貸倒引当金 △11,638 △22,615

流動資産合計 11,804,913 12,723,194

固定資産   

有形固定資産   

土地 2,576,745 2,580,518

その他（純額） 1,472,776 1,518,957

有形固定資産合計 4,049,521 4,099,475

無形固定資産 468,283 487,178

投資その他の資産   

その他 1,542,096 1,812,207

貸倒引当金 △52,040 △51,720

投資その他の資産合計 1,490,056 1,760,487

固定資産合計 6,007,860 6,347,141

資産合計 17,812,774 19,070,336



（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,896,658 2,161,814

短期借入金 290,000 660,000

1年内返済予定の長期借入金 66,400 66,400

未払法人税等 22,121 36,043

未払消費税等 19,372 116,424

賞与引当金 799,130 954,023

工事損失引当金 142,000 19,000

その他 1,790,711 1,923,627

流動負債合計 5,026,394 5,937,333

固定負債   

長期借入金 83,800 117,000

退職給付引当金 4,388,669 4,311,145

役員退職慰労引当金 95,504 117,786

資産除去債務 85,613 －

その他 103,048 117,127

固定負債合計 4,756,636 4,663,060

負債合計 9,783,030 10,600,393

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,708,389 2,708,389

資本剰余金 1,442,759 1,442,759

利益剰余金 2,594,154 2,988,025

自己株式 △4,110 △4,110

株主資本合計 6,741,193 7,135,064

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 53,583 86,713

評価・換算差額等合計 53,583 86,713

少数株主持分 1,234,966 1,248,165

純資産合計 8,029,743 8,469,942

負債純資産合計 17,812,774 19,070,336



(2) 四半期連結損益計算書 
(第２四半期連結累計期間) 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 9,568,759 10,303,609

売上原価 8,566,661 8,929,900

売上総利益 1,002,097 1,373,709

販売費及び一般管理費 1,734,452 1,912,202

営業損失（△） △732,354 △538,492

営業外収益   

受取利息 1,425 2,482

受取配当金 3,045 3,663

受取賃貸料 26,817 28,152

貸倒引当金戻入額 14,365 11,707

その他 15,171 13,394

営業外収益合計 60,825 59,400

営業外費用   

支払利息 7,236 6,269

退職給付会計基準変更時差異の処理額 27,617 27,617

その他 8,055 4,758

営業外費用合計 42,910 38,645

経常損失（△） △714,439 △517,737

特別利益   

投資有価証券売却益 － 153,680

特別利益合計 － 153,680

特別損失   

投資有価証券評価損 16,172 －

減損損失 14,730 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 85,613

特別損失合計 30,903 85,613

税金等調整前四半期純損失（△） △745,343 △449,670

法人税等 △185,702 △52,557

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △397,112

少数株主損失（△） △77,935 △3,241

四半期純損失（△） △481,705 △393,871



(3) 四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △745,343 △449,670

減価償却費 174,191 208,808

減損損失 14,730 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 85,613

貸倒引当金の増減額（△は減少） △14,365 △9,064

賞与引当金の増減額（△は減少） 35,942 △154,893

退職給付引当金の増減額（△は減少） 31,393 77,524

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △47,798 △22,282

工事損失引当金の増減額（△は減少） △98,000 123,000

受取利息及び受取配当金 △4,471 △6,145

支払利息 7,236 6,269

投資有価証券売却損益（△は益） － △153,680

投資有価証券評価損益（△は益） 16,172 －

売上債権の増減額（△は増加） 3,747,669 2,740,917

たな卸資産の増減額（△は増加） △979,415 △1,338,886

その他の資産の増減額（△は増加） 75,615 226,820

仕入債務の増減額（△は減少） 99,337 △307,857

未払消費税等の増減額（△は減少） △115,525 △130,305

その他の負債の増減額（△は減少） △635,739 △386,492

その他 1,845 3,209

小計 1,563,477 512,882

利息及び配当金の受取額 4,226 5,538

利息の支払額 △7,342 △5,840

法人税等の支払額 △39,952 △22,181

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,520,408 490,399

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 － △300,000

有形固定資産の取得による支出 △137,227 △73,216

有形固定資産の売却による収入 － 10,648

無形固定資産の取得による支出 △194,332 △37,795

投資有価証券の取得による支出 △2,504 △2,734

投資有価証券の売却による収入 － 353,680

貸付けによる支出 △6,160 △400

貸付金の回収による収入 2,196 1,741

その他 337 15,451

投資活動によるキャッシュ・フロー △337,691 △32,624

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △40,000 △370,000

リース債務の返済による支出 △7,896 △8,166

長期借入金の返済による支出 － △33,200

少数株主への配当金の支払額 △3,582 △3,582

財務活動によるキャッシュ・フロー △51,478 △414,948

現金及び現金同等物に係る換算差額 △579 △665

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,130,659 42,161

現金及び現金同等物の期首残高 2,319,261 3,264,913

現金及び現金同等物の四半期末残高 3,449,921 3,307,074



該当事項はありません。 

  

〔事業の種類別セグメント情報〕 

前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業区分は製品の市場類似性及び内部管理上の損益集計区分に照らし総合的に系列化し区分しております。

２．各事業の主要な製品 

  

〔所在地別セグメント情報〕 

 前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日）における本邦以外の国又は地域に

所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

〔海外売上高〕 

 前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日）における海外売上高は、連結売上

高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

(4) 継続企業の前提に関する注記

(5) セグメント情報

  
情報通信機
器（千円） 

移動体通信
機器 
（千円） 

計測器
（千円） 

計
（千円） 

消去又は全
社（千円） 

連結
（千円） 

売上高             

(1) 外部顧客に対する売上高  9,421,887  43,733  103,137  9,568,759  －  9,568,759

(2) セグメント間の内部売上
高又は振替高 

 －  5,970  12,510  18,481 (18,481)  －

計  9,421,887  49,704  115,648  9,587,240 (18,481)  9,568,759

営業損失（△）  △695,395  △7,765  △12,371  △715,532 (16,822)  △732,354

事業区分 主要製品

情報通信機器 
ＩＰ関連コンバータ、デジタルコンバータ、多重化装置、搬送機器、画像伝送

装置、監視制御装置、テレメタリング関連機器 

移動体通信機器 双方向通話装置、構内用ポケットベルシステム 

計測器 
ＩＳＤＮ関連計測器、ＬＡＮ関連計測器、電話・ファクシミリ用計測器、伝送

特性用計測器、無線関連計測器 



〔セグメント情報〕 

１．報告セグメントの概要 

当第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日） 

 当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。 

 当社グループは、情報通信機器の製造販売及びネットワークの工事保守を主な事業内容としており、当社及

び当社の連結子会社がそれぞれ独立した経営単位として、事業活動を展開しております。 

 したがって、当社グループは、連結会社を基礎とした業種別のセグメントから構成されており、「情報通信

機器製造販売」及び「ネットワーク工事保守」の２つを報告セグメントとしております。 

 「情報通信機器製造販売」は、主に光伝送システム、セキュリティ・監視システム、リモート計測・センシ

ングシステム、無線応用システムの関連機器を製造販売しております。「ネットワーク工事保守」は、主に通

信設備、光ネットワーク、ＣＡＴＶ等の工事及び保守を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日） 

  

３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内

容（差異調整に関する事項） 

  

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  

（固定資産に係る重要な減損損失） 

該当事項はありません。 

（のれんの金額の重要な変動） 

該当事項はありません。 

（重要な負ののれん発生益） 

該当事項はありません。 

  

（追加情報） 

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月

27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21

日）を適用しております。 

  

該当事項はありません。 

  

  （単位：千円）

  

報告セグメント

合計
情報通信機器
製造販売 

ネットワーク
工事保守 

売上高       

外部顧客への売上高  3,658,133  6,645,476  10,303,609

セグメント間の内部売上高又は振替高  257,408  111,254  368,663

計  3,915,542  6,756,730  10,672,273

セグメント損失（△）  △231,798  △311,227  △543,026

  （単位：千円）

利益 金額   

報告セグメント計  △543,026

セグメント間取引消去  4,534

四半期連結損益計算書の営業損失（△）  △538,492   

(6) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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